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パーソルグループの歩み

グループビジョンを
「はたらいて、笑おう。」に変更

2019年10月

テンプスタッフ
（現 ： パーソルテンプスタッフ）設立

1973年5月

創業者・篠原欣子が高校を卒業して
はたらき始めた当時は、
社会に出て活躍する女性がまだ少ない時代でした。
篠原は、はたらきたいと望む
すべての女性が活躍できる社会にしたいと考え、
1973年にテンプスタッフを創業。
その後も時代に合わせて多くの方々に
活躍の機会を提供し、社会に貢献してきました。

パーソルグループのルーツは、1973年に創業したテンプスタッフです。
日本にまだ人材派遣といった考え方がなかった時代に生まれ、当時の新しいはたらき方として多くの方にサービスを提供し、業界を牽引してきました。
以降、パーソルグループは、はたらく一人ひとりの想いと時代の要請に合わせて、
総合人材サービスとして多くの企業と歩みをともにし、業容を拡大してきました。

パーソルグループの歩み

沿革／売上高推移

2030年に向けた
価値創造ストーリーおよび
パーソルグループ
中期経営計画2026を策定

2023年5月

インテリジェンスグループを
連結子会社化

グループブランド
『PERSOL（パーソル）』を発表

ブランドタグライン
「はたらいて、笑おう。」を発表

2013年4月

5つのSBU（Strategic Business Unit）
体制へ移行

売上収益

1兆4,512億円

2025年3月期

2020年4月2016年7月

労働派遣法施行、
テンプスタッフが派遣事業開始

1986年

転職情報誌
「DODA」（現：doda）創刊

1989年1月

テンプスタッフが
グローバル展開開始

1993年

テンプスタッフとピープルスタッフが経営統合し、
共同持株会社テンプホールディングスを設立

2008年10月
私たちパーソルグループは、
創業者の想いを受け継ぎ、
これからもすべての人が生き生きとはたらける
社会の実現を目指します。

2020年代

エンジニアリング

Asia Pacific（APAC）事業

アウトソーシング

転職メディア（求人広告）

人材紹介

人材派遣

派遣サービス黎明期 労働者の権利と派遣サービスの拡充期 はたらき方の多様化の萌芽期
2010年代1990〜2000年代1970〜1980年代

20091970 20111990 2007 2013 2015 2017 2019 202120101980 20122000 2008 2014 2016 2018 2020 2022 2023 2024 2025

事業・サービス領域の拡大

3月期

新しいはたらき方の定着・発展期
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　パーソルグループは、テクノロジーを事業成長のエンジン
のひとつに位置づけ、「テクノロジードリブンの人材サービス
企業」への進化を本格化させています。
　特にAIの活用には注力しており、グループ内では、レジュメ
作成や求人情報とのマッチング精度向上、就業中のフォロー
支援などにおいて、AIの活用が進んでいます。これにより、従
来の業務プロセスにも見直しの余地があることが明らかにな
り、私たち自身のはたらき方も変わりつつあります。
　さらに、企業向けの業務革新や生産性向上にもAIを活用し
ています。企業の課題を起点に、人材サービスで培った経験と
ノウハウを活かして、DXの推進状況やデータ利用環境に柔軟
に対応しながら実装から定着まで伴走型で支援しています。
　AIの進展は、社会やビジネスの在り方を根本から変えるポ
テンシャルがあり、この流れはもはや不可逆的なものだと捉え
ています。なかでも今、最も注目しているのがAIエージェント
の可能性です。AIエージェントは、単なる自動化の域を超え、
24時間稼働での自動マッチングや相談対応など、マッチングの

「量」「質」「スピード」のすべてを飛躍的に高める可能性を持っ
ています。私たちは、スピードだけでなく「質」にこだわること
で、人とテクノロジーの最適な協働により、人の可能性を広げ
るマッチングの実現を目指します。これからの人材サービスを
大きく変革する存在として、AIエージェントについては経営
メンバーとも「パーソルらしい」活用方法について議論を深め
ており、スピード感をもって対応していきたいと考えていま
す。こうした変化を前向きに捉え、先行して取り組むことで得

られた知見やノウハウを、お客さまへの体験価値として還元し
ていきます。
　また、こうした取り組みの進捗や方向性についても、社内外
に積極的に発信し理解促進を図っています。2025年7月には
投資家の皆さま向けにIR DAYを開催し、グループ横断でのテ
クノロジー活用について具体的に共有しました。

　パーソルグループは、社員一人ひとりが「はたらいて、笑お
う。」というグループビジョンを体感し、仕事を通じて成長を実
感できる環境づくりに取り組んでいます。私たちは、仕事を通
じて得られる経験こそが、個人のキャリア形成と企業の競争力
の源泉であると考えています。
　そのために、社員が自らの意思でキャリ
アを選択できる仕組みとして、グループ横
断のキャリアチャレンジ制度やキャリアス
カウト制度、ジョブトライアル制度、グルー
プ内複業制度などを整備しています。これ
らは、社員が自ら手を挙げて新たな挑戦に
踏み出す、他部門からスカウトされて異な
るスキルや経験を獲得する、他部署や他社
業務を体験することなどを可能にし、キャ
リアオーナーシップを持った成長の機会を
提供しています。また、いったんグループ
を離れた社員が再び戻ってくるアルムナイ
採用も歓迎しており、個人の意思とご縁を

尊重した柔軟なキャリア形成を支援しています。こうした制度
や風土は、社員が仕事に誇りと意味を見出し、成長とつながる
前向きなマインドセットを育む土壌となっています。幹部層に
おいても、異なるSBUでの経験機会を意図的に設けることで、
グループ経営の視点を養う取り組みを進めています。私自身
もグループ各社の経営幹部との対話を重視し、定期的なタ
ウンホールミーティングや少人数での車座セッション、1on1
ミーティングなどを通じて、経営の意思を浸透させ、グループ
全体での一体感と成長志向を醸成しています。
　私たちは、社員が前向きに学び続け、新たな価値創造に挑
戦するマインドを持つことが、「はたらいて、笑おう。」の社会を
つくる第一歩だと信じています。社員一人ひとりが笑顔ではた
らける環境づくりに、これからも真摯に取り組んでまいります。
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CEOメッセージ

「テクノロジードリブンの
人材サービス企業」への進化を加速

人的資本の強みを磨き、
成長の循環を生み出す























https://www.persol-group.co.jp/sustainability/well-being/worlddata/
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マテリアリティのKPI

※   �2030年度目標は今後の経営状況、経営計画の見直し・変更などに伴い、変更となる可能性があります。戦略の方向性・到達水
準を明確にするために2030年度目標を設定していますが、一部項目は不確実性が高いため検討中であり、「―」としています。

※1 �人材派遣・BPO事業は原則、年度末稼働人数（もしくは各月平均稼働人数）。紹介予定派遣事業は派遣から社員になった方
の年間累計人数。人材紹介事業は、サービス経由の就職件数の年間累計数を集計。その他（フリーランスなど）は当社サービ
スを通じて役務提供した人数（年間累計人数、ただし同一人物による複数案件は1とカウント）。Career SBUの求人広告事業
は推計値。対象範囲は海外含む全SBU。ベネッセi-キャリアについては、連結外ですが、事業管理の目標とするため算定対象
とします。

マテリアリティ 目指す姿 具体的な取り組み KPI 2024年度実績
(前年度実績) 前年度比 2025年度

目標
2030年度

目標 2024年度の進捗状況 目標達成に向けた今後のアクション 関連するSDGs

1

はたらく 
機会の創出

「人と組織を結ぶチカラ」「人
を集めるチカラ」「業務をデ
ザインするチカラ」を通じ
て、はたらく人の可能性を
広げ、2030年に100万人
のより良いはたらく機会を
創出する

 �人材派遣、人材紹介、アウトソー
シング領域において、より良い
“はたらく機会”を創出する

より良い
“はたらく機会”
の創出(提供・
支援)人数※1

45.8万人
（40.2万人） 50万人 100万人

全体値は前年度実績を上
回ったが、市場環境の鈍
化などにより当初の社内
計画を下回った

 �人材派遣は勤務継続期間の延伸・再就業
率向上の推進およびデジタル活用などに
よる新規就業者数の増加を図る
 �人材紹介は業務プロセス改善、アウトソー
シングは案件獲得および採用強化に注力
 �シェアフルは営業生産性を改善および顧
客拡大に注力

2

多様な 
はたらき方の

提供

フレキシブルなはたらき方
や雇用のあり方を提案・提
供することで、個人のニー
ズに見合うはたらき方の実
現に貢献する

 �フレキシブルなスケジュ－ルで
の勤務やリモートワーク等、時
間・場所を問わない形態での就
労機会の提供

 �副業やフリーランス形態の就労
機会の提供

多様なはたらき
方が可能になっ
た人の数※2

4.5万人
（4.6万人） 5万人 10万人

時短派遣や副業・フリーラ
ンスへの機会提供は堅調
に増加したものの、在宅
率低下に伴うリモート派
遣の減少などにより全体
としては微減となった

 �時短派遣についてはマーケティングおよ
び営業の強化を推進
 �リモート派遣は個人ニーズに寄り添った
案件獲得を目指す
 �副業・フリーランスは営業生産性の向上、
稼働個人数の増加を図る

3

学びの 
機会の提供

就業、リスキリングやアップ
スキリングにつながる学び
の機会を提供することで、は
たらく人の選択肢を広げ、
個人のキャリアの可能性を
最大化する

①�派遣社員向け学びの機会の提供
（スタッフ・エンジニア登録者向
け研修）

各教育サービス
の受講者数※3

18.8万人
（14.7万人） 16万人 24万人

派遣スタッフ向け研修、エ
ンジニア登録者向け研修
ともにコンテンツ増加が
奏功し受講者数が増加し
た

 �生成AIをはじめとする講座の拡充や案内
強化、計画的な教育期間の設置などにより
受講者数の増加を図る

②�アップスキリングやキャリア
オーナーシップ向上を目的とし
た企業研修、アップスキリング
後の人材紹介サービス

13.2万人
（12.6万人） 12万人 23万人

顧客拡大および大型案件
受注により法人向け集合
研修が順調に増加した

 �新規顧客獲得に向けた重点市場マーケ
ティングの強化、教育コンテンツの刷新な
どにより顧客基盤の拡大を図る

③�学生・社会人向けの学びの機会
の提供（出張授業、キャリア講
座、アップスキリング）

7.1万人
（5.2万人） ー ー

大学生向けイベント強化
によりキャリア教育の受
講者数が増加した

 �小中学生向け教育は対応する社員数の
増加やオンライン授業の受け入れによっ
て受講者数増加を図る
 �MIRAIZは「キャリア形成支援による転
職潜在層の顕在化」をテーマに提供者数
拡大を図る

4

企業の 
生産性向上

生産性向上に資するサービ
スを提供することで、企業
活動の効率化、労働力不足
の解消に貢献する

 ��BPOサービスの提供
 �プロフェッショナルアウトソーシ
ングサービスの提供
 �その他アウトソーシングサービ
スの提供

「企業の生産性
向上」に関わる
サービスの売
上高※4

3,405億円
（3,087億円）

3,000
億円 ー

一部SBUで案件獲得が伸
び悩んだものの全体とし
ては堅調に推移した

 �各SBUの外部環境に応じて、マーケティン
グ強化や対応領域の拡大、案件獲得の増
強を図る

パーソルグループは、マテリアリティについてKPI（Key Performance Indicator）を定め、
中計2026の最終年度（2025年度）と2030年度の目標値を設定しています。
社会課題の解決を通じて中長期的に価値を創出し続けていくため、継続的にKPIのモニタリングを実施し、
その達成状況を把握し、各マテリアリティへの取り組みを推進していきます。

※2 対象範囲は、パーソルテンプスタッフ、パーソルクロステクノロジー、パーソルキャリア。
※3 �③-1 対象範囲は、Staffing SBU、Technology SBU。　③-2 対象範囲は、（株）パーソル総合研究所、Asia Pacific SBU。　

③-3 対象範囲は、Career SBU、Technology SBU。
※4 対象範囲は、海外含む全SBU（Career SBU除く）。

横断的に関連している
SDGs

マテリアリティのKPI
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マテリアリティのKPI

※   �2030年度目標は今後の経営状況、経営計画の見直し・変更などに伴い、変更となる可能性があります。戦略の方向性・到達
水準を明確にするために2030年度目標を設定していますが、一部項目は不確実性が高いため検討中であり、「―」としてい
ます。

※1 �Asia Pacific SBUおよび当社グループ各社に雇用されている派遣スタッフの正社員、国内グループ会社共通の人事管理
システムの導入が完了していない一部会社を除く数値。2024年度実績は2025年4月1日時点、2025年度目標は2026年
4月1日時点、2030年度目標は2031年4月1日時点の数値を使用。

※2 �特例子会社制度の手続きに従い、グループの障害者雇用状況報告に含めている人数です。障害者雇用数の対象社数の異動
（2024年6月時点で24社）、グループ全体の社員数の増減および法定雇用率の変動の影響を加味し、将来的に目標を修正
する可能性があります。

※3 対象範囲は国内のみ。
※4 �2024年度より「不適切なデータの取り扱いの件数、および対象の人数」については非開示としています。
※5 残余排出量は国際的に認められる方法で各種オフセット手法も活用しカーボンニュートラル化を目指します。
※6 非化石証書による電力再エネ化も含みます。

マテリアリティ 目指す姿 具体的な取り組み KPI 2024年度実績
(前年度実績) 前年度比 2025年度

目標
2030年度

目標
2024年度の

進捗状況
目標達成に向けた
今後のアクション 関連するSDGs

5

多様な人材の
活躍

P.47

多様性を活かす企業文化
の醸成、環境の整備を通
じて、グループビジョン
を実現する

 ��社員のエンゲージメント向上
 ��タレントマネジメント（次世代経営
人材の育成／全管理職向け「最高の
リーダー」化施策の実施）
 ��DEIの推進（女性管理職比率の向
上／障害者雇用の促進／男性の育休
取得促進）

はたらいて、笑おう。指標
（社員エンゲージメント指標）

72.0％
（72.3%） 75.0% ー

P.34参照 P.34参照

女性管理職比率※1 27.6％
（25.6%） 30.8% 37.0%

障害者雇用数※2 3,431人
（2,991人） 4,000人 ー

男性育児休業取得率
（1日以上の取得）※3

84.3％
（73.0％） 100% 100%

6

データ
ガバナンスの

強化

P.54

パーソナルデータの利活
用に関する当社グループ
共通の方針・ルールの策
定や管理・保護体制の整
備を行い、さらなる強化
を図ることで、ユーザー
の利用環境を整えるとと
もに、信頼を確保する

 ��パーソルグループの「パーソナル
データ指針」の制定・公表
 ��「グループプライバシーガバナンス
審議会」によるグループ方針・対策
の審議
 ��新規サービス・施策企画に対し、プ
ライバシー観点での事前審査
 ��従業員向けプライバシー教育の実施

全従業員に占める
研修を受けた人の割合※3※4

99.4％
（99.4％） 100% 100%

未受講者に対する受
講 促 進 な ど を 推 進
し、受講者数が増加
した中でも前年度同
様の高い水準を維持
した

 ��研修担当者による受講促
進活動を継続するほか、
ITを活用したリマインド
を実施する
 ��受講者がより興味を持っ
て取り組める研修となる
よう、より伝わるコンテ
ンツの開発を検討

7

人権の尊重

P.55

責任ある企業として国際
規範に沿った取り組みを
推進することで、人権へ
の負の影響を軽減すると
ともに、社員を含むすべ
てのステークホルダーの
信頼を獲得する

 ��「パーソルグループ人権方針」の制定・
公表

 ��人権デュー・ディリジェンスの運用
 ��役員向けおよびパーソルグループ全
従業員向けの人権に関する研修の
実施
 ��救済メカニズムの構築など、体制整備
に向けた取り組みの推進

全従業員に占める
研修を受けた人の割合※3

99.4％
（99.4％） 100% 100%

未受講者に対する受
講 促 進 な ど を 推 進
し、受講者数が増加
した中でも前年度同
様の高い水準を維持
した

 ��研修担当者による受講促
進活動を継続するほか、
ITを活用したリマインド
を実施する
 ��受講者がより興味を持っ
て取り組める研修となる
よう、より伝わるコンテ
ンツの開発を検討

8

気候変動への
対応

P.57

カーボンニュートラルに取
り組むとともに、環境関連

（GX:Green Transformation）
人材サービスなどを通じて
脱炭素社会の実現に貢献
する

 ��オフィスビル消費電力の脱炭素化
 ��運用改善・設備投資による省エネ／ 
電力再エネ化の推進

 ����ガソリン車のHV・EV車への切替
 ����Scope3の算定および目標設定～ 
削減

 ����GXに係る支援
 ��グリーン領域のエンジニアの派遣／
カーボンニュートラル関連の実験

Scope1+Scope2の
排出量削減率

（基準年：2021年度）

6.9％増加
（1.8%削減）

17.3%
削減

83.0%
削減※5

Scope1：
海外事業拡大に伴い
車両が210台増加し
対前年比13％増加
Scope2：
国内外の電力再エネ
化※6促進により対前
年比4％削減

 ��ガソリン/軽油車両のHV/
EV車両への切替や車両数
の削減の推進
 ��電力再エネ化可能なビル
への切替拡大

Scope3の排出量削減 （2025 年度中に目標設定予定）

マテリアリティのKPI

横断的に関連している
SDGs
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人的資本戦略の概要と進捗

人的資本戦略の概要と進捗
パーソルグループ中期経営計画2026の2年目、主要なKPIはおおむね順調に進捗していますが、スコアが低下した

「はたらいて、笑おう。」指標をはじめ、グループ全体や各SBU/FUで明らかになった課題に対して、継続して取り組んでいきます。

※1 �エンゲージメント指標およびGallup社と共同開発した“はたらくWell-being”指標、計5項目から構成される指標のグルー
プ平均スコア。

※2 �パーソルに対する愛着・信頼の度合いを示すエンゲージメント指標。パーソルテンプスタッフで集計した数値を使用。
※3 国内グループ会社の社員を対象に目標を設定し、実績を集計。
※4 �Asia Pacific SBUおよび当社グループ各社に雇用されている派遣スタッフの正社員、国内グループ会社共通の人事管理

システムの導入が完了していない一部会社を除く数値。2024年度実績は2025年4月1日時点、2025年度目標は2026年
4月1日時点の数値を使用。

※5 �国内グループ会社の社員を対象に目標を設定し、実績を集計。当該年度中に配偶者が出産もしくは養子縁組を開始した従
業員のうち、当該年度中に育児休業および育児目的休暇制度を利用した者の割合。

※6 �特例子会社制度の手続きに従い、グループの障害者雇用状況報告に含めている人数。障害者雇用数の対象者数の異動、グ
ループ全体の社員数の増減および法定雇用率の変動の影響を加味し、将来的に目標を修正する可能性がある。 

※7 �国内グループ会社横断で実施している管理職向け研修の延べ受講者数。SBU/FU各社で実施する固有の管理職向け研修
の受講者数は含まず。2024年度実績は2023年度および2024年度の累計。目標値は2023年度～2025年度、3年間の
累計。

构成要素 主要な取り組み KPI 2024年度実績 前年度比 2025年度目標 2024年度 主な施策 今後の課題

“はたらくWell-being” 
の体現

キャリアオーナーシップ支援や健康増
進施策による社員向けエンゲージメン
ト向上

はたらいて、笑おう。
指標 72.0％※1

–0.3％
75.0％ ・ �キャリアオーナーシップ支援制度の周知徹底

・ �各SBU/FUでの課題明確化と取り組み

・ �多様な属性の社員が会社・組織で理解される
風土醸成

・ �経営陣と社員のコミュニケーション・戦略発
信の強化

・ ��「キャリア意向はあるが、行動できていない層」
   への支援強化

自分らしいはたらき方の実現を支援
する、派遣スタッフ向けのWell-being
向上

ファン指標 55.0％※2

+2.0％

—
設定なし

・ �社員による就業サポート体制の強化
・ スタッフの成長支援 ・ �より安心できる仕事紹介プロセスへの改善

テクノロジー人材の拡充

専門人材のはたらきやすい環境構築や
採用力の強化

テクノロジー人材数 約1,900人※3

＋約300人

2,000人

・ �テクノロジー人材専門の採用・人事・広報
機能による採用と定着活動

・ プロダクト・エンジニア制度（PE制度）の運用
・ �PE制度適用個社の拡大

多様な専門プログラムによるリスキ
リング／アップスキリングの推進

・ �業務の接続性が高いテクノロジースキル習
得講座をグループ横断で提供

・ �習得したスキルを活かしたキャリア選択機会
の提供

多様な人材が活躍する
基盤の構築

女性管理職比率の向上、男性育休取得
促進、障害者雇用を通じたDEIの進化

女性管理職比率 27.6％※4

+2.0％
30.8% ・ �管理職登用プロセスの可視化

・ �ポジティブアクションを含む施策の推進
・ �はたらき方の制度・環境の変革
・ �トップマネジメント層の意識改革

男性育児休業等
取得率 84.3％※5

+11.3％
100％ ・ �管理職に向けた認知・啓発の推進

・ �意向報告の早期可視化の仕組み
・ �社員の取得状況のタイムリーな把握と状況

に応じた個別フォローアップの体制構築

障害者雇用数 3,431人※6

＋440人
4,000人※６

・ 障害者の新規採用・人材育成
・ 業務の創出・標準化
・ 障害者の定着率向上

・ �2026年7月の法定雇用率引き上げに向けた
準備

・ �グループ全体の雇用率予測の精緻化および
計画的な障害者雇用の促進

多様なタレントマネジメント施策を
通じた「最高のリーダー」の育成 リーダー育成人数 5,030人※7

＋約2,140人

3年間累計
7,000人※7

・ �主体的な学習サイクル確立に向けた継続支援
（管理職3.0研修）

・ 主体的な学習サイクルの継続支援
　（管理職3.0研修）

・ �学習内容の継続改善

�

概要と進捗 CHROメッセージ
人的資本戦略
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CHROメッセージ

　私はこれまで、パーソルホールディングスの人事本部長として人事ポリシー
「Advanced HR Showcase」を推進してきました。2025年4月にCHROに就
任し、グループビジョン「はたらいて、笑おう。」の実現に向け、さまざまなことに
挑戦したいとの思いを新たにしています。挑戦には失敗のリスクも伴います
が、そこから未来につながる学びを得ることができます。その姿勢を自ら体現
し、パーソルグループの人的資本経営を進化させたいと考えています。

　パーソルグループの価値創造の源泉は、国内外で7万人を超えるグループ
社員一人ひとりです。グループビジョンに共感し、行動指針にある「誠実」な姿
勢でお客さまに貢献する社員の存在が、当社が目指すアウトカム、社会・経済
価値にどのようにつながるかを示すため、2024年度から「人的資本インパク
トパス」の開示を開始しました。３つのモニタリング指標「生産性」「エンゲージ
メント」「人員数」への取り組みが、各SBU事業戦略の実行や競争優位性の強
化につながるものと想定しています。インパクトパスの開示について、投資家
の皆さまからポジティブな評価をいただきましたが、まだファーストステップ
であり今後、解像度を高めていきます。

　中計2026では、「“はたらくWell-being”の体現」「テクノロジー人材の拡充」
「多様な人材が活躍する基盤の構築」の3つの柱でKPIを策定し、施策を推進し
ています。
　「“はたらくWell-being”の体現」は社員のエンゲージメント向上を指標とし
ていますが、2024年度は事業再編などの変化があったBPO SBUや、経営体
制に変更のあったAsia Pacific SBUで若干スコアが低下しました。ビジネス
環境変化のスコアへの影響は避けられないながらも、各SBUでの原因分析と

改善のサイクルを継続的に回しています。一方、「キャリアオーナーシップ」の取
り組みには手応えを感じており、特にグループ内異動を促進する「キャリアス
カウト制度」は社外からも高く評価されています。今後は、キャリア形成の意向
はあるが行動に移せていない社員を後押しする施策も展開していきます。
　「テクノロジー人材の拡充」も堅調に進んでいます。社員一人ひとりが生成
AIを活用し、主体的に業務変革が進められるよう支援しています。今後もCIO/
CDOと連携しながら、テクノロジー人材の採用・育成を加速させていきます。
　「多様な人材が活躍する基盤の構築」では、女性管理職比率の向上や男性
育休取得の促進などに取り組んでいます。女性管理職比率は着実に向上して
いますが、さらなる改善に向けて、SBUごとのモニタリング、ボトルネック特定、
アクションプランの実行を進めています。男性の育休取得は、すでに日常的な
選択肢として定着しつつあります。
　次世代を担う「最高のリーダー」の育成も重要なテーマです。リーダー像を
言語化した「パーソルリーダーシップコンピテンシー」に基づく育成プログラ
ムが奏功し、社会課題の解決に取り組む上級管理職が増えてきており、心強く
感じています。

　次期中計に向けて大きなテーマとなるのが、事業ポートフォリオと連動した
動的な人材ポートフォリオの構築です。非連続な成長を生むためには、まず事
業戦略の要となるポジションに優れた人材をアサインする必要があります。
2025年度から導入する新しいタレントマネジメントシステムを活用して、全社
的なタレントの可視化を一層進め、異動配置に対応できるようにしたいと考え
ています。専門性やスキルの発揮に加え、理念を体現する人材が活躍すること
で、パーソルグループの経営・事業戦略の実現につながるよう、人的資本経営
のさらなる高度化を図っていきます。

新任CHROとして人と組織の変革を牽引

人的資本と企業価値のつながりをインパクトパスで示す

中計2026の手応えを次期中計の基盤づくりに

事業戦略と連動した人材ポートフォリオの構築へ

CHROメッセージ
人的資本経営の高度化を通じて
グループの非連続な成長を支えます。

執行役員 CHRO
（Chief Human Resource Officer）

大場 竜佳

概要と進捗 CHRO メッセージ
人的資本戦略

























https://www.persol-group.co.jp/wp-content/uploads/2025/01/PERSOL_HumanCapitalReport2025_jp.pdf












https://www.persol-group.co.jp/sustainability/social/humancapital/staff/interview/








https://www.persol-group.co.jp/sustainability/environment/climatechange/






































https://www.persol-group.co.jp/corporate/governance/compliance/code_of_conduct.html
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会社概要／株式基本情報
会社概要 ESG・サステナビリティ評価 （2025年8月31日時点）

会社名 パーソルホールディングス株式会社 （PERSOL HOLDINGS CO., LTD.）

設立 2008年10月1日

本社事業所 〒 107-0062　東京都港区南青山 1-15-5

本店所在地 〒 151-0053　東京都渋谷区代々木 2-1-1

URL https://www.persol-group.co.jp/

連結従業員数
78,119名 （2025年3月31日時点）
※ �就業員数71,570名（当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グ

ループへの出向者を含む）と、臨時雇用者数（契約社員、派遣社員）の年間平均人員6,549名の合計です。

グループ会社数 計148社（国内：37社／海外：111社）※2025年8月1日時点

グループ拠点数 計672拠点（国内：529拠点／海外：143拠点）※2025年2月時点

資本金 17,479百万円（2025年3月31日時点）

株式基本情報

証券コード 2181

上場証券取引所 東京証券取引所 プライム市場

決算期 3月31日

基準日 定時株主総会3月31日　期末配当金3月31日　中間配当金9月30日

単元株式数 100 株

定時株主総会 6 月下旬

株主名簿管理人
特別口座管理機関 三菱 UFJ 信託銀行株式会社

公告方法

電子公告により行います。
公告掲載 URL https://www.persol-group.co.jp/

（ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告をすることがで
きない場合は、日本経済新聞に掲載して行います）

将来見通しに関する注意事項
　本報告書に掲載している情報には、パーソルグループの現在の計画、戦略、および将来の業績見通
しに関する記述が含まれています。こうした記述は、現在入手可能な情報に基づき、パーソルグループ
が現時点で合理的であると判断したものですが、経済動向、業界での激しい競争、市場需要、為替レー
ト、税制や諸制度などに関わる潜在的なリスクや不確実な要素を含んでいます。
　将来、公表される業績などはこれら種々の要素により、大きく変動する可能性がありますが、パーソ
ルグループは皆さまが本報告書の情報を使用されたことにより生じるいかなる損害についても責任を負
うものではありません。
　また、本報告書は株主・投資家などの皆さまにパーソルグループの経営方針、計画、財務状況など
の情報をご理解いただくことを目的としており、パーソルグループが発行する有価証券の投資勧誘を目
的としたものではございません。　

その他の評価・受賞などはWebサイトをご参照ください
https://www.persol-group.co.jp/sustainability/evaluation/

※ �MSCI 指数へのパーソルホールディングス株式会社の組み入れ、および MSCI のロゴ、商標、サービスマークまたは指数名称の使用は、
MSCI または関連会社によるパーソルホールディングス株式会社への後援、推奨、宣伝ではありません。MSCI 指数は、MSCI の独占的
財産です。MSCI および MSCI 指数の名称およびロゴは、MSCI またはその関連会社の商標もしくはサービスマークです。
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〒151-0053 東京都渋谷区代々木2-1-1
TEL：03-3375-2220（代表）
https://www.persol-group.co.jp/

グループサステナビリティ経営推進本部
sustainability@persol.co.jp

パーソルホールディングス株式会社 お問い合わせ先




